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2026年９月１日 第247号 
（一社）ROTOBO 

 
（注） 記事の要約とその和訳はROTOBOによるものです（記事の要約は必要に応じて

ROTOBOで補筆・加筆をしています）。記事の内容は、基本的にロシア側メディアの発

表に基づいており、当会の見解を示すものではありません。なお、引用・二次使用は固

くお断り申し上げます。 
 
１．経済全般 
 
2026.08.22 
メドベージェフ氏、「統一ロシア」にとっての７つの主要な課題を指摘 
８月22日付Kommersantによると、「統一ロシア」のドミトリー・メドベージェフ党首は同党が直面する課題として、

人口動態、経済、地域発展など７つの主要分野を特定したと述べた。同氏によると、「統一ロシア」は今後５年間、

これらの課題に注力するという。「わが国が直面する７つの主要な課題が特定された。具体的には、人口動態、人

材、地域の発展、経済、技術、わが祖国の価値観や文化的独自性の維持、そしてもちろん国家の安全保障だ」と、

メドベージェフ氏は党大会で述べた。その前日、「統一ロシア」指導部は、党の選挙大会の第二部に先立って、最

高評議会事務局と総評議会幹部会の合同会議において、新たな「国民綱領」の最終案について協議した。メドベ

ージェフ氏は、８月22日に統一ロシア党員が承認するこの文書は、「ロシアの敵に勝利するために国家の資源と

国民の意志を結集」し、また国の発展のための基盤となるものだ、と述べた。 
 
2026.08.22 
プーチン大統領発言：ウクライナとの相互攻撃、「風変わりな」ウクライナの提案、そして選挙について 
８月22日付Kommersantによると、プーチン大統領はVestiのパーヴェル・ザルービン氏のインタビューにおいて、

ウクライナへの攻撃の有効性を説明するとともに、ロシア国内の民間施設への攻撃を開始した後も、ウクライナ軍

は軍事紛争の流れを変えることができなかった、と述べた。ウクライナの和平提案について、大統領は「風変わり」

と評した。発言要旨は以下の通り。 
ウクライナの攻撃について 
 40日間でロシアを打ち負かす、というのはウクライナのいつもの冒険主義である。 
 ウクライナは、民間施設への攻撃を開始したが、ロシアとの対立において流れを変えることはできなかった。 
 ウクライナ軍による民間施設や民間人への攻撃は、被害や損害をもたらしている。 
ロシア軍の攻撃について 
 ロシア軍は、物流施設に対する敵の攻撃への報復として、キエフを含むウクライナの軍産複合体企業を攻

撃している。 
 ウクライナに対する攻撃の強化は効果的かつ時宜を得たものである。これらは、ウクライナ軍による軍事装

備や弾薬の前線への輸送を妨げている。 
 ロシア軍の攻撃は、ウクライナの防衛産業企業の業務を困難にしている。 
 ロシアによる報復攻撃は、ウクライナ軍によるロシアへの攻撃よりも破壊的である。 
 ロシアは防空システムを強化していく。 
交渉について 
 ロシアはウクライナに関する交渉の用意があるが、それはウクライナの「風変わりな」提案に基づくものでは

ない。 
 現時点で、ウクライナにおける和平合意の基礎となり得る条件について語るのは時期尚早である。 
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 ウクライナは破局的な展開を回避しようと努めており、仲介者を通じて現状から抜け出そうとしている。 
政党と選挙について 
 すべての議会政党に対し、愛国的な姿勢と、ロシア国民への支援に感謝する。 
 敵はロシアの選挙を妨害しようとしているが、われわれはそれを許さない。 
穀物輸出について 
 ロシアには少なくとも6,000万ｔという大きな穀物輸出能力がある。 
 世界の食糧市場で不足が生じることはない。 
 ロシアは、国内の農産品の輸出に関するすべての問題を解決する。 
 
2026.08.24 
RSPPが公共調達における国産品優遇の拡大を要望 
８月24日付Kommersantによると、ロシア産業家・企業家連盟（RSPP）は、公共調達におけるナショナル・レジー

ム（国産品優遇措置）を見直し、対象を機器だけでなく知財にも広げるとともに、国産品リストへの登録手続きを簡

略化するよう提案している。ロシア市場における国内メーカーのポジションを強化するためとしている。オフセット

契約締結の慣行の拡大、大手企業のサプライチェーンへの中小企業の参画およびクラスター特別投資契約

（SPIC）メカニズムの導入により技術開発を支援することも提案された。８月21日、RSPP中央連邦管区調整評議

会の会合が開催され、ロシア国内のハイテク分野を支援する方法につき議論が行われた。その具体策として、

2025年に導入された政府および国営企業の調達におけるナショナル・レジーム（発注者に対し、ロシアおよびそ

の他のユーラシア経済連合加盟国の製品を優遇するよう促す制度）の見直しが提案された。メーカーがこの制度

を利用するためには自社製品の生産が現地化されていることを証明しなければならず、その上で製品が国産品リ

ストに記載される。RSPPのアレクサンドル・ショーヒン会長は会合において、現行の手順はハイテク企業の利益

に必ずしも合致しないと指摘した。同会長によると、「ドライバーにより組み立てられるハードウェア」だけでなく、ソ

フトウェア、研究開発（R&D）やエンジニアリングの成果といった知的財産も対象とする必要がある。 
 
2026.08.25 
大統領報道官、新たな動員の噂を否定 
８月25日付Kommersantによると、ペスコフ大統領報道官が、ロシアにおいて新たに動員令が発令されることはな

いと述べた。同報道官はRTVIに対し、「これは全てウクライナ当局が流している噂である。当然ながら、同国はイ

デオロギーによりロシアを揺さぶろうとしている。全ては意図的に情報空間に拡散されたデマだ」と語った。 
 
2026.08.25 
ロシアとインドがビザ手数料の廃止につき協議 
８月25日付Kommersantによると、ロシアとインドの外務省担当者はビザ手数料の廃止について協議を行ってい

る。ロシア経済発展省経済協力・特別プロジェクト局のニキータ・コンドラチエフ局長によると、この措置により渡航

の需要が高まる見込みである。ロシア国民のインドのシングルビザ手数料は3,500ルーブル、ダブルビザは7,500
ルーブル、マルチビザは9,900ルーブルとなっている。 
 
2026.08.26 
アリハノフ大臣、2025年の工業生産が3.6％増加したことをプーチン大統領に報告 
８月26日付Vedomostiによると、プーチン大統領は、アントン・アリハノフ産業・商業大臣と会談を行った。クレムリ

ンの発表によると、同大臣は工業生産と投資の動向、ならびに新たな生産能力の開発について報告した。同大臣

によると、過去５年間で製造業の生産量は４分の１近く増加した。「昨年は、2023年と2024年の高いベースと比較

しても、わが国の工業生産は3.6％増加した」と同大臣は述べた。生産の伸びは投資の増加を伴った。2021年の

投資額が約３兆ルーブルであったのに対し、2025年は7.3兆ルーブルに達した。同時期における新たな生産能力

の導入規模は80％以上増加した、と同大臣は報告した。一方で、大臣は一部のセクターにおける需要の鈍化や、
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複数の分野における過剰生産能力の発生に言及した。そうした生産能力をさらに活用するため、産業・商業省は、

政府や国営企業による調達において、国産優遇措置の適用を拡大するよう提案している。同省は、この措置を最

終製品だけでなく、役務やサービスにも拡大する必要があると考えている。大臣はまた、製造業における賃金の

上昇についても報告した。2025年には、製造業における月平均賃金は実質ベースで14％近く増加し、10万ルー

ブルに近づいた。会談では、特別投資契約（SPIK）の実施についても議論された。この仕組みが導入されて以来、

100件以上の契約が締結され、それによってロシア経済に２兆ルーブルを超える投資が誘致された。 
 
 
２．産業動向 
 
（１）エネルギー 

2026.08.22 
ノヴァク副首相、輸入によって燃料市場のバランスを取る計画を表明 
８月22日付Kommersantによるとノヴァク副首相は、ロシアの燃料輸入量は、燃料不足の状況に応じて「変動す

る」、と述べた。同副首相によると、輸入によって燃料市場のバランスを取ることができるという。「輸入に関しては、

まさに輸入によってバランスを取る必要があると私は考えている。そして、輸入量は、実際に一時的なものだが、

燃料不足の状況に応じて変動するだろう」と、同副首相は「統一ロシア」党の大会で述べた。ロシア国内のガソリン

スタンドへの燃料供給をめぐる問題は、５月末にウクライナ軍による製油所攻撃の影響で生じた。これが、ガソリ

ンスタンドでの価格高騰と燃料不足を引き起こした。６月に、ドミトリー・ペスコフ大統領報道官は、ロシアは外国か

らの燃料輸入について交渉を行っている、と述べていた。具体的にどの国かは明らかにされなかった。８月19日、

ノヴァク副首相は、ロシアはすでに輸入を開始した、と述べた。 
 
2026.08.22 
ノヴァク副首相、複数の製油所の復旧を発表 
８月22日付Kommersantによると、ノヴァク副首相は、物流能力を踏まえ、国内市場への燃料供給量が増加する

との見通しを示した。ロシアの複数の製油所が、修理を終えてすでに操業を再開した。同副首相によると、製油所

の操業再開により、燃料の供給量を増やすことが可能になる。予想される動向は、輸送体制の整備などにも左右

される見込みである。副首相は、８月22日にモスクワで開催中の「統一ロシア」党第23回大会の第２ステージの会

場で、記者団に上記のように述べた。同党大会では、今後５年間の同党の新たな国民綱領が承認される予定で

ある。 
 
2026.08.23 
「インドのロシア産原油への依存度が過去最高水準に」、FT報道 
８月23日付Kommersantによると、インドは６月と７月、日量260万バレル以上のロシア産原油を輸入した。

Financial Times (FT)がKplerのデータを引用して報じたもので、これはインドの原油総輸入量の半分以上に当た

る。２月の時点では、インドのロシア産原油の輸入量は日量約100万バレルであった。Kplerのデータによると、イ

ンドの原油総輸入量は日量500万バレルとなり、２月末に米国とイスラエルがイランへの空爆を開始して以来、最

高水準に達した。昨年、トランプ米大統領がウクライナでの軍事紛争への資金提供でインドを非難した後、インド

はロシア産原油の輸入を削減した、とFTは指摘している。しかし、米国とイランの間の和平合意は依然として達成

されておらず、ホルムズ海峡を通る中東産原油の輸送が著しく困難になっていることから、インドは再びロシア産

原油の輸入を活発化させている。トランプ大統領がインドに対し、ロシア産原油の購入を認める例外措置を適用し

たことについて、FTの取材に応じた専門家らは、「ペルシャ湾危機の影響を抑制しようとする試み」としている。 
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2026.08.25 
カザフスタンがロシア向けガソリン輸出開始 
８月25日付Kommersantによると、カザフスタン・エネルギー省広報部が、同国はロシア向けにガソリンAI-92の少

量の輸出を開始したことを発表した。輸出を行っているのはコンデンサト製油所である。同省は、これに先立ち同

製油所はロシア産石油を精製することで合意していたと付け加えた。生産された石油製品はカザフスタンとロシア

の両国において販売される予定である。カザフスタンのエルラン・アッケンジェノフ・エネルギー大臣によると、同製

油所で生産されたガソリンとディーゼル燃料の約70％がロシアに輸出される予定である。同製油所はカラチャガ

ナク鉱床にあり、精製能力は年間85万ｔである。 
 
2026.08.25 
カザフスタン、CPCへの攻撃で石油350万ｔの損失 
８月25日付Kommersantによると、カザフスタンのアッケンジェノフ・エネルギー大臣が、ウクライナによるカスピ海

パイプライン・コンソーシアム（CPC）のインフラへの攻撃により約350万ｔの石油が失われたと発表した。2026年
の石油生産計画は下方修正されている。同大臣は記者会見で、「当初は2025年と同じ9,955万ｔの石油を生産す

る計画があり、実質的には１億ｔに達する見込みであった」と語った。同大臣によると、生産計画は9,600万ｔに修正

されている。 
 
2026.08.26 
ロシアで充電ステーションの需要が63％増加 
８月26日付Oil&Capitalによると、ガソリンの供給問題による、ハイブリッド車や電気自動車の所有者による充電ス

テーションの利用の活発化が、投資家の間で注目を集めている。Punkt E（60地域に1,600のステーションを展開）

のデータによると、フランチャイズに対する需要は夏の初めから200％増加した。充電ステーション製造・運営者協

会（APOE）は、個人投資家からの充電ステーションへの投資増加を確認している。年初時点で、ロシア国内では

約7,000の公共充電ステーションが稼働していたが、そのうち約4,000が急速充電対応であった。８月のPunkt E
の稼働率は、６月末比と比較して63％増加したが、これにはハイブリッド車による増加も含まれている。モスクワ

では、１ステーションあたりの１日平均利用回数が６回に達した（５月は４回）。採算ラインは７回である。人気のあ

る場所では行列ができ、運営者は２つ目、３つ目のステーションを設置しているが、電力の不足、高額な接続費用、

官僚主義的な手続が障害となっている。７月の新車販売台数は、電気自動車が15％増（1,300台）、ハイブリッド

車が87％増（13,200台）となった。市場シェアは12％を超え、過去最高となった。市場をリードしているのは、電気

自動車ではEvolute、UMO、Avatr、Geely、Zeekr、ハイブリッド車ではVoyah、Geely、Evolute、GAC、Lixiangで
ある。 
 
2026.08.26 
ロシアとカザフスタンの原油のロシア西部の港からの輸出が前月比で26％減少 
８月26日付Kommersantによると、Argusがレビューで引用したVortexaおよびKplerの暫定データによると、８月１

～21日の期間に、ノヴォロシースクおよびバルト海の港湾から輸出されたロシアおよびカザフスタンの原油の量

は、前月比26％減の610万ｔとなった。最も顕著な落ち込みが見られたのはノヴォロシースクで、ロシア産のUrals、
Siberian Light、カザフスタン産のKebcoの出荷量は2.5倍減の121万ｔに落ちた。最大の原因は、利用可能な船

舶の不足である。軍事的脅威の高まりを背景に、黒海海域の運賃は上昇を続けており、多くのタンカー船主はリ

スクを避けるため、同地域への入港自体を控えている。Argusの試算によると、今月の３週間で、ロシアの黒海の

港ノヴォロシースクからのインド向け原油輸出量は４分の１以下（51万6,000ｔ）に、中国向けは３分の１（９万4,000
ｔ）に激減した。トルコやエジプトの買い手向けには先月は出荷があったが、今月はなかった。バルト海の状況はや

や穏やかで、UralsおよびKebcoの出荷量はわずか4.76％減の480万ｔであった。主な買い手は依然としてインド

で、その輸入量はほぼ半減し、192万ｔとなった。中国向け輸出は７月の水準（35万ｔ）を維持した一方で、トルコ向

けは44％減少し、40万5,000ｔまで落ち込んだ。こうした状況の中で、目立っているのはコズミノ港から出荷される
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ESPO（VSTO）原油である。その輸出量は2.14％増の280万ｔとなった。中国向けの出荷量はほぼ横ばい（0.6％
減の237万ｔ）だったのに対し、インド向けは37.5％減（21万6,000ｔ）となった。また、それぞれ10万ｔずつの２隻分

が、最終目的地を明らかにせずアジア向けに出荷された。 
 
2026.08.26 
ロシアの１〜７月の天然ガス総生産量は3.7％増加 
８月26日付TASSによると、ロシアの2026年１～７月の天然ガス総生産量（天然ガスおよび石油随伴ガス）は、

2025年同期比で3.7％増加し、3,970億㎥に達したことが、ロススタット（連邦統計局）のデータから明らかになった。

天然ガス生産量は７ヶ月間で3,380億㎥となり、前年同期比で4.2％増加した。７月の生産量は396億㎥で、６月と

比べて1.1％増、2025年７月と比べて0.4％増であった。１～７月の液化天然ガス（LNG）の生産量は2,060万ｔで、

前年同期比12％の増加であった。７月のLNG生産量は230万ｔで、６月と比べて8.4％減少したが、2025年７月比

では14.2％増加した。１～７月のコンデンセートの生産量は0.7％減少して590億㎥となった。 
 
2026.08.26 
ロシアの１〜７月の石炭生産量は1.8％減少 
８月26日付TASSは、2026年１～７月のロシアにおける石炭生産量は２億4,900万ｔで、前年同期と比較して1.8％
減少したとのロススタット（連邦統計局）のデータを報道した。褐炭を除く石炭の生産量は2.3％減の１億9,200万ｔ、

無煙炭は1.9％減の1,210万ｔとなった。コークス炭の生産量は1.2％増の6,430万ｔ、褐炭の生産量は5,660万ｔ

（0.1％減）であった。その他の石炭の生産量は4.3％減の１億1,600万ｔであった。７月の石炭生産量は前年同月

比で2.5％増の3,270万ｔであった。石炭の生産量は5.8％増の2,640万ｔ、無煙炭は43.8％増の180万ｔとなった。

コークス炭の生産量は890万ｔで、前年同期比で10.7％増加した。褐炭の生産量は630万ｔ（9.3％減）となり、その

他の石炭の生産量は0.3％増の1,580万ｔであった。 
 
2026.08.26 
ロシアの７月のガソリン価格は前月比で平均6.5％上昇 
８月26日付TASSによると、2026年７月のロシアにおけるガソリンの平均消費者価格は、前月と比べて6.5％上昇

した。また、ロススタット（連邦統計局）の資料によると、ガソリンメーカーは卸売価格を4.7％引き上げた。一方、前

年同月比で７月のガソリンの小売価格は25.9％上昇した。統計データによると、ロシアの36の連邦構成主体でガ

ソリン価格が6.5％以上、上昇した。自動車用ガソリン価格の下落は、イルクーツク州（1.5％減）とチュヴァシ共和

国（0.4％減）で確認された。モスクワとサンクトペテルブルクでは、この期間中にガソリン価格がそれぞれ2.3％と

0.9％上昇した。2026年７月、ロシア全体の自動車用ガソリンの生産者価格は平均で4.7％上昇した。価格の上昇

はロシアのほぼすべての連邦構成主体で確認され、特に顕著だったのはサハリン州（28.7％増）、タタルスタン共

和国（19％増）、アストラハン州（15.5％増）、 チュメニ州（12.7％増）であった。自動車用ガソリン価格の下落が見

られたのはヴォルゴグラード州（0.3％減）であった。リャザン州では、自動車用ガソリン価格は2026年６月の水準

にとどまった。７月の国内の原油の生産者価格は、６月と比較して27.1％下落した。同期間におけるロシア国内の

パイプライン輸送による原油輸送料金の上昇率は1.3％であった。 
 
2026.08.27 
TotalEnergiesがアークティックLNG２プロジェクトから離脱 
８月27日付Kommersantによると、フランスのTotalEnergiesは同日、アークティックLNG２プロジェクトにおける自

社の持分10％をNOVATEK傘下の有限責任会社ノルドラインに譲渡する手続を完了したことを発表した。これに

より、アークティックLNG２におけるNOVATEK傘下企業の持分は70％に増加する。アークティックLNG２では、中

国のCNPCとCNOOC、および日本の三井物産とJOGMECからなるコンソーシアムがそれぞれ10％の持分を保

有している。TotalEnergiesは、持分譲渡協定の一環として、同社が同プロジェクトに提供した約13億ドルの融資
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について、アークティックLNG２から返済を受ける権利を保持する、と発表した。「この返済は、現在の制裁措置を

考慮した上で、将来的に実施される可能性がある」と同社は説明した。 
 
（２）金融 

2026.08.21 
企業は独自の為替レートを見いだす 
８月21日付Kommersantによると、ロシア産業家・企業家連盟（RSPP）のアレクサンドル・ショーヒン会長は、為替

レートは「哲学的な問題」の域に入ったと述べた。同会長によると、ルーブルや政策金利は、もはや大統領、政府、

ロシア中央銀行のレベルでは議論されていないという。RBKの報道によると、実業界はこの問題についてあまり

にも長い間語り続けてきたため、「議論はマントラのようになり、すべての論拠はすでに出尽くした」という。企業家

らはKommersant FMに対し、ロシア・ルーブルから得た教訓を以下のように語った。 
輸入業者フォルトヴァインのアレクサンドル・リピリン執行役員： 「為替レートが上昇するたびに、その影響を実感

し、経費を削減するか、価格を引き上げるか、あるいはその両方か、を考えざるを得ない状況に陥る。そうして、議

論が始まる。企業にとって重要なのは安定性だ。為替レートが安定していれば、そのことは議論されない。だから、

そういう意味で言うと、為替レートについて議論される頻度が減る方がよい」。 
ロジスティック・パフォーマンスのヴァレリヤ・サヴェンコワ営業担当取締役：「ここ５～６年ほど、企業にとってルー

ブルの状況はどうでもよくなっているように感じる。私たちは皆、ルーブルの定期的な変動に順応してきた。もちろ

ん、当社の顧客である輸入業者は、仕入れが最大限有利になるタイミングを見計らっていることは見て取れる。し

かし、皆、少し哲学的に考えるようになったのは事実だ」。 
機械製造会社チェトラのウラジーミル・アントノフ社長：「社内では、業務効率を高め、労働生産性を向上させ、製

品の品質を改善し、新製品を市場に投入していく必要がある。もちろん、ルーブル高は当社の競争力を低下させ、

より効率的に働くことを迫る。しかし、なぜ圧力をかけて輸入品を安くし、国内経済をさらに厳しい状況に追い込む

必要があるのか？ もちろん、われわれは解決策を見つけるが、われわれも国全体も、成長していくほうがはるか

に望ましい」。一方、中央銀行は為替レートをほぼ２ルーブル引き下げ、１ドル＝83.36ルーブル、１ユーロ＝96.5
ルーブルとした。８月20日は、人民元も下落して取引を終えた。ここ数週間、ロシア通貨は下落しており、１ヶ月で

ドルに対して７％以上下落した。 
ツィフラ・ブローケル社のナタリヤ・プィリエヴァ分析部長：上述のような背景から、ズベルバンクのマクロ経済分析

センターのアナリストらは、2026年末までにドル相場は88.2ルーブルに、2027年には97ルーブルに達する可能

性があると予測していた。しかしプィリエヴァ分析部長は、現在、状況は変わったとして次のように述べている。

「為替市場で起きていることは、まるで魔法のようだ。説明はつかないが、事実だ。しかし、世界的に見れば、最近

の大幅でかなり急激な下落は、国内市場で局所的な外貨不足が生じたことに起因する、多くの点で一時的な現象

だった。これは、輸出による外貨収入の減少の影響で起きたものだ。現在、まさに原油価格が下落していた６〜７

月に得られた石油・ガス収入が国内に入ってきている。並行して、休暇による一般市民からの外貨に対する季節

的な需要の高まりなど、夏の影響もあった。さらに、われわれは現在、燃料危機に直面し、石油製品の輸入国とな

っている。現在のかなり高い価格で購入している。それに加えて、ロシア中央銀行も外貨の買い手となっている。

要するに、これらの要因が一時的に重なり、相場の動きに一定の圧力を及ぼした。しかしわれわれは当初から、

この急激な下落トレンドが中期的に継続するとは想定していなかった。そして現在、おそらく局所的な流動性不足

は解消された（少なくとも縮小した）ため、ルーブルはわれわれが想定していた範囲内で安定化しつつある。全体

として、ルーブルは１ドルあたり82～85の範囲で推移すると予想している」。 
RSPPのショーヒン会長は、過度な変動を防ぐために、「非市場的」な手段、例えば「為替レートを一定の範囲内に

収める」手段を利用することもできる、と述べた。しかし、同会長によると、これは「別のテーマ」として議論すべきだ

という。 
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2026.08.25 
制裁によりトチカ・バンクのSSL証明書が無効化 
８月25日付Vedomostiによると、トチカ・バンクはTelegramチャンネルにおいて、制裁によりSSL証明書を無効化

されたが、同行の事業に影響はないと発表した。同行は、安定的なアクセスのため、「公共サービス」ポータル経

由でデジタル発展・通信・マスコミ省の証明書をインストールするか、同省の証明書に対応済みのヤンデックス・ブ

ラウザを利用するよう推奨している。同省は７月23日、ロシア国民が外国製ブラウザを利用する場合、ウェブサイ

ト、銀行、マーケットプレイスやその他のリソースにスムーズにアクセスするため、端末に同省のセキュリティ証明

書をインストールするよう推奨すると発表した。 
 
2026.08.25 
通信大手メガフォンがデジタル・ルーブル決済開始 
８月25日付Vedomostiによると、メガフォンは９月１日からデジタル・ルーブルによる通信サービス料金の決済を

開始する。ロステレコムとMTSの担当者によると、両社も同様の決済の導入に向け準備を進めているという。メガ

フォンによると、初期段階ではデジタル・ルーブルは追加的な決済手段として導入される。同社の担当者は、今後

のデジタル・ルーブルの活用方法については、普及や日常的な決済における利用拡大の状況に応じて評価する

と指摘している。 
 
（３）農業 

2026.08.24 
年末まで穀物輸出関税免除の可能性 
８月24日付Vedomostiによると、ロシア農業省は、小麦、大麦およびトウモロコシの輸出関税を年末まで免除する

という提案を策定している。関係者らの情報によると、一時的な免税措置が必要なのは、黒海およびアゾフ海の

戦争リスクが増大しているためである。ある関係者は、ロシアの穀物輸出の70％以上が黒海およびアゾフ海から

輸送されると指摘している。黒海の情勢により世界の小麦価格が上昇した。輸出価格は高いものの、海運のリス

クにより穀物の販売自体が困難になっている。専門家は、国内穀物市場における供給過多の影響がすでにロスト

フ州、クラスノダル地方、スタヴロポリ地方に及んでいると指摘している。これらの地域はロシアの穀物輸出量の

約半分を担っている。クラスノダル地方では小麦価格が１ｔ当たり9,000ルーブルまで下落したが、原価は１ｔ当たり

１万2,000～１万3,500ルーブルである。 
 
2026.08.25 
農業省が農産品輸出先変更対策本部を設置 
８月25日付Kommersantによると、農業省広報部が、同省は農産品輸出先の変更および輸送制約解消の対策本

部を設置したと発表した。同対策本部は、現在の物流の制約を考慮した上で輸送ルートを構築し、地理的条件や

輸送の経済性に基づき各地域につき最も効率的な輸出先を決定する。同対策本部を率いるのは同省のマクシ

ム・ボロヴォイ次官で、連邦および地方政府の担当者や業界関係者がメンバーとなっている。 
 
（４）外資関連 

2026.08.21 
Ozon、自社のアプリがGoogle Playに復帰したことを発表 
８月21日付Kommersantによると、Ozonホールディング（MOEX: OZON）のアプリである、Ozon、Ozon Fresh、
Ozon Travelが、Google PlayストアにおいてAndroid端末ユーザー向けに再びダウンロード可能となった。同社

のプレスサービスがTelegramチャンネルで発表した。「『Ozonセレクト』と他の２つのアプリは現在審査中だが、ま

もなくストアに登場する予定だ。削除された後、当社は異議申し立てを行った、その結果は見ての通りだ」と同社

は述べた。同社プレスサービスは、「Ozonのウェブ版サービスを利用しているユーザーは、ロシアのセキュリティ
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証明書をインストールする必要がある。これは、外国製ブラウザ（例えばGoogle Chrome）でロシアのウェブサイト

を制限なく閲覧できるようにするために必要である」、と述べた。Ozonのアプリは８月14日にGoogle Playから削

除された。同社は、Ozonアプリはストアの規則に違反していなかった、と言明した。Ozonのサービスは、App 
Store（Appleのアプリストア）では引き続きダウンロード可能であった。 
 
2026.08.26 
ロシア国内で中国企業の活動が最も活発な地域はどこか 
８月26日付RIA Novostiは、ロシア・中国友好・平和・発展委員会（RKKDMR）のロシア側委員長ボリス・チトフ氏

の「中国企業の活動が最も活発なのはモスクワとモスクワ近郊だ。ロシア国内にある中国企業１万5,500社のう

ち、約半数がここに集中している。また、アムール州、 沿海地方、ハバロフスク地方、サンクトペテルブルクも上位

を占めている」との発言を伝えた。同氏はまた、「最も高い集中度が確認されているのは、ユダヤ自治州、アムー

ル州、カルムイク共和国」と付け加えた。中国国内のロシア企業の数に関するRIA Novostiの質問に対し、同氏

は、その数はそれほど多くはないものの、増加している、と答えた。中国の分析サービスQichachaの推計による

と、現在、中国にはロシア系企業が約3,800社あるという。 
 
2026.08.27 
ロストセリマシュ社、UniCredit Bankから約30万ユーロを勝ち取る 
８月27日付TASSによると、商事裁判所は、工場用工作機械の納入保証人であったUniCredit Bank GmbHに約

30万ユーロの支払いを求めたロストセリマシュの訴えを認めた。ロストセリマシュはこの商事裁判所の結果を発表

するとともに、今回の苦い経験を受け、今後同社とは取引を行わない、と明言した。ロシア最大の農業機械メーカ

ーであるロストセリマシュは、ロシアの工場用工作機械の供給業者であるLiebherr Verzahntechnik GmbHの債

務保証人だったUniCredit Bankが銀行保証を履行しなかったため、商事裁判所に提訴した。「工場用設備が納入

されなかったことを受けて、約30万ユーロを回収した。多くの西側企業との間でこのような苦い経験がある。当然

ながら信頼の喪失につながり、信頼の回復は非常に困難になるだろう」とロストセリマシュ側は述べた。 
 
 
３．法令・制裁関連 
 
（１）ロシアにおける法令関連 

2026.08.24-25 
プーチン大統領がドローン攻撃を受けた施設の国家管理を認める大統領令に署名 
８月24、25日付Forbes.ru、Kommersantによると、法令ポータルに掲載された情報から、プーチン大統領が、ドロ

ーン攻撃を受けた施設を国家管理下に置くことを認める大統領令（2026年８月24日付第604号）に署名したこと

が明らかになった。同大統領令は、重要なインフラ施設につき、事業者が安全確保のために十分な措置を講じな

い場合、安全確保の要件に違反する場合、操業に対する脅威を与える場合、ドローン攻撃からの防御が不十分

である場合、もしくは適時に復旧しない場合、当該施設を一時的管理下に置くことを認めるものである。同大統領

令によると、一時的管理に関する決定は大統領の指示に基づき政府が下す。一時的管理の対象とされるのは、

有価証券、ロシアの法人の定款資本における持分、所有権等、企業の動産および不動産である。管理する主体

たる一時的管理者は、連邦国有資産管理庁もしくは大統領の指示に基づき政府が任命する管理者である。一時

的管理者は、資産、有価証券、所有権および定款資本における持分の所有者の権限を得るが、資産を処分する

権限は除外される。また、一時的管理者は資産の在庫管理および保全を行うことも可能とされる。同大統領令に

は、「資産の一時的管理にかかる費用は資産の利用に伴う収入により賄われる」と記されている。一時的管理下

に置かれる可能性のある重要なインフラ施設とは、燃料・エネルギー分野の施設、工業施設、通信、公共住宅サ

ービス、運輸、物流、電力およびライフライン関連のインフラ、極めて重要且つ潜在的に危険な施設である。同大
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統領令は公布日から施行される。ドミトリー・ペスコフ大統領報道官によると、同大統領令の目的は、ドローン攻撃

に際しての企業の防護を強化することである。 
※2026年８月24日付ロシア大統領令第604号の日本語仮訳はこちらから。 
https://www.jp-ru.org/laws/ 
 
2026.08.25 
連邦金融分野監督局に送金情報へのアクセス権限 
８月25日付Vedomostiによると、2025年12月にプーチン大統領が署名した連邦法（2025年12月15日付ロシア連

邦法第461－FZ号）に従い、連邦金融監督局は９月１日から決済システム「ミール」、即時決済システム（SBP）お
よび統一QRコードの利用による送金の情報を取得できるようになる。同局は国家決済カードシステム（NSPK）か
ら無償で情報を提供されるが、NSPKが同局に情報を提供した事実を公表することはできない。情報は個別アカ

ウントや省庁間電子連携統一システム等を通じて提供される。具体的な期限、提供方法、情報の量や内容は双

方の合意により決定されるが、ロシア銀行（中銀）の同意も必要とされる。 
※当該連邦法は以下のリンクより参照可能（ロシア語） 
http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202512150026?index=1 
 
（２）その他制裁関連 

2026.08.24-25 
スイス当局、ロシア資産没収の法的根拠を見出せず 
８月24、25日付Vedomostiによると、スイス経済省経済管理局のファビアン・マイエンフィッシュ広報官がRIA 
Novostiに対し、現時点で同国当局には凍結したロシアの資産を没収する法的根拠がないと述べた。ロシアの資

産には、合法的な手段により取得した個人の資金やロシア銀行（中銀）の準備金も含まれる。同広報官によると、

スイスにおいて凍結されたロシアの資産は６月時点で総額85億スイス・フラン（104億ドル）に達しており、１年前は

74億フラン（84億ドル）であった。同広報官は、資金だけでなく、制裁対象の個人や組織が所有する不動産14件、

スポーツカーや高級車、美術品、家具、楽器等も引き続き差し押さえられていると指摘した。同広報官は、ウクラ

イナ支援のため凍結されたロシアの資産をEuroclearからEUの新たな預託機関に移管するイニシアティブを巡る

協議にスイスが参加しているか否かについては明言を避けたが、同国はこの問題に関する国際的な議論を注視

していると述べた。在スイス・ロシア大使館は、スイスによるロシアの資産の凍結は国際法の規範に反し、スイス

の中立的立場とも矛盾するという声明を発表した。 
 
2026.08.25 
米国はロシアを非難する国連50カ国の共同声明を支持せず 
８月25日付Vedomostiによると、米国は、ロシアによるウクライナ攻撃を非難する国連加盟50カ国の共同声明に

署名しなかった。国連のビデオメッセージによると、同声明はロシアに対し、戦闘行為の即時停止および強制移送

された人々や戦争捕虜の帰還を求めるものである。同声明はウクライナの独立35周年を記念する文書だが、米

国はこれを支持しなかった。ハンガリーとスロバキアを含む大部分の欧州諸国の他、EU、英国、日本、カナダ、ジ

ョージア等が同声明に署名した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.jp-ru.org/laws/
http://publication.pravo.gov.ru/document/0001202512150026?index=1
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【ロシア進出企業情報提供ポータルを併せてご活用ください】→ https://www.jp-ru.org/ 
※「ビジネスニュースクリップ・データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_biz/ 
 （本誌第１号からの過去記事をすべて検索できます。） 
※「ロシア制裁関連法規データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_law/ 
（本誌でこれまで紹介したロシア連邦法・大統領令・政府決定等を検索することができます。） 

※「ロシア進出企業動向データベース」 
  ✓親会社情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation 
  ✓ロシア現地法人情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation_ru/ 
 （欧米企業を中心としたロシアへ進出している外資系企業に関する基礎情報および活動状況） 
 

◇◆◇  
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